
 

 202６年度新賃金交渉は、第２回交渉で１月分の収入動向など説明を受け団体交渉を行ってき

た。 会社は「社員の厳しい生活実態、物価上昇を取り巻く世間の動向など持ち帰り議論を深めて

いきたい。災害等では社員の皆さんに大変ご苦労をおかけした事は認識しているが、これまでも会

社として「できる範囲」で手当をしてきたつもりではある。組合の要求と経営の判断に乖離が生じ

ていることも認識しており、この溝をいかにして埋めていくか努力を図っていきたい。」との回答に

留まった。 

この間の交渉経過でも会社は「物価上昇分は春闘で、業績については期末手当で反映する」との

考え方を示してきているが、厚労省が発表した２０２５年の毎月勤務統計調査では、物価変動の影

響を除いた実質賃金は前年から１．３％減少し４年連続のマイナスとなる一方で、消費者物価指数

は前年から３．７％上昇するなど物価上昇に賃上げが追い付いていない実態となっている。 

貨物会社の経営推移は２０００年から「ベア・ゼロ」は１８連続し、最高益を計上した２０１７年まで

続いた。そして実施されたのは、３００円、２００円、２００円と続き、再び 

「ベア・ゼロ」、２０２２年から３００円、１０００円、1800 円、昨年の 

2000 円で、単純に合計しても延べ 5800 円である。 

会社が主張する「物価上昇分⇒春闘」であるならば、社員や家族の置か 

れている生活実態からあまりにもかけ離れた状況と言わざるを得ない。 

  

  

 

２６春闘を取り巻く情勢は、経団連の経労委報告でも継続的な賃上げを提

唱し、自動車業界大手では、春闘交渉を前に要求満額を回答し、早期妥結を

図る動きも見られている。５年連続で満額回答を行った企業も、「トランプ関

税により厳しい状況ではあるが、将来への覚悟と社員への信頼を示すことが

必要である」として人的投資を判断している。貨物会社も労働人口が減少す

る中で、人材確保に向けた賃金改善を図ることが最重要である。 

会社が主張してくるであろう「対計画では未達」を理由に低額ベア回答を持

ち出すことは断じて認められない。国労は全社員の生活改善に対する期待に

応え、国労要求 21000 円の回答を求める！ 

２６春闘要求ベア２１０００円満額獲得に向け、全職場から現場長要請や全

組合員を巻き込んだ闘いを全力で展開しよう！ 

 

 

 

 

 

 


